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08
年
度
か
ら
75
歳
以
上
の
約
1
3
0
0
万

人
は「
高
齢
者
医
療
制
度
」に
引
っ
越
し
、「
無

職
」世
帯
の
比
率
は
変
わ
る
も
の
の
、
地
域
保

険
を
年
金
生
活
者
中
心
に
組
み
立
て
直
す
時

代
を
迎
え
た
。

9
県
は
軽
減
世
帯
が
ほ
ぼ
半
数

そ
の
年
金
生
活
者
に
は
低
額
の
老
齢
基
礎

年
金（
国
民
年
金
）の
受
給
者
、
無
年
金
者
が

少
な
く
な
い
。
ま
た
、
被
用
者
で
も
、
零
細
事

業
所
の
従
業
員
、
派
遣
・
パ
ー
ト
・
有
期
契
約

な
ど
の
勤
め
人
で
あ
り
な
が
ら
勤
め
人
扱
い

さ
れ
な
い
低
所
得
者
が
目
立
つ
。

一
世
帯
あ
た
り
の
平
均
所
得
は
1
6
6
・
9

万
円
で
、
前
年
比
2
0
0
0
円
増
だ
が
、
中
期

的
に
は
逓
減
傾
向
に
あ
る
。
一
世
帯
当
た
り

平
均
保
険
料
･
税（
調
定
額
）も
前
年
度
よ
り

微
増
し
て
年
間
14
・
6
万
円
、
負
担
率（
所
得

比
）は
8
・
72
％
だ
っ
た
。

国
保
で
は
、
給
付
費
の
半
額
が
租
税
で
補

助
さ
れ
る（
国
費
34
％
、
市
町
村
間
の
財
政
差

な
ど
を
考
慮
し
た
国
の
調
整
交
付
金
9
％
、

都
道
府
県
の
調
整
交
付
金
7
％
）。
そ
れ
で

も
、
負
担
率
は
協
会
け
ん
ぽ（
旧
政
管
健
保
）
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07
年
度
の「
国
民
健
康
保
険
実
態
調
査
報

告
」が
ま
と
め
ら
れ
た（
全
市
町
村
対
象
の
保

険
者
調
査
と
約
16
万
世
帯
に
対
す
る
世
帯
調

査
）。
そ
の
統
計
数
値
が「
国
民
皆
保
険
」
体

制
の
危
機
状
況
を
教
え
て
く
れ
る
。

実
態
は
”年
金
健
保
“
に
変
身

国
保
の
加
入
者
は
5
1
0
9
・
7
万
人（
う

ち
同
業
者
で
組
織
す
る
国
保
組
合
3
8
6
・

7
万
人
、07
年
9
月
末
）。
国
民
の
4
割
を
カ

バ
ー
し
て
い
る
。

市
町
村
国
保
は
65
歳
以
上
が
加
入
者
総
数

の
45
・
0
％
に
達
し
た（
国
保
組
合
は
同
14
・

6
％
）。
高
齢
者
の
急
増
は
、
世
帯
主
の
職
業

に
反
映
さ
れ
、「
無
職
」
世
帯
が
総
数
の
55
・

4
％
に
上
り
、
そ
の
ほ
ぼ
9
割
近
い
88
・
7
％

は
60
歳
以
上
で
主
に
年
金
生
活
者
と
な
っ
た
。

「
国
民
皆
保
険
」施
行
1
年
後
の
1
9
6
2

（
昭
和
37
）年
度
と
比
べ
、
国
保
は
ま
る
で
別

制
度
に
変
わ
っ
た
観
が
あ
る
。
当
時
の
職
業

構
成
は
、
商
業
や
サ
ー
ビ
ス
業
等
の「
自
営

業
」28
・
8
％（
現
在
14
・
3
％
）、「
農
林
水
産

業
」11
・
3
％（
同
3
・
9
％
）、
零
細
事
業
所
等

の「
被
用
者
」28
・
1
％
、（
同
23
・
6
％
）、「
無

職
」27
･
3
％（
同
55
・
4
％
）＝
図
表
参
照

●

市
町
村
の
国
保
●

高
齢
・
無
職
・

低
所
得
の
三
重
苦
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の
保
険
料
率
8
・
2
％（
労
使
折
半
）と
比
べ

実
質
的
に
2
倍
強
と
い
え
る
。

「
所
得
な
し
」世
帯
は
全
世
帯
の
27
・
4
％
を

占
め
た
。
と
り
わ
け
高
齢
者
の
み
の
世
帯
で
は

「
所
得
な
し
」世
帯
は
41
・
1
％
に
上
る
。
こ
れ
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ら
低
所
得
者
の
増
加
に
よ
り
保
険
料
･
税
の
軽

減
世
帯
は
、
詳
細
な
世
帯
調
査
で
は
全
世
帯
の

40
・
35
％（
減
免
も
4
・
18
％
）に
達
し
て
い
る
。

一
方
、
市
町
村
対
象
の
保
険
者
調
査
に
よ

る
と
、
軽
減
世
帯
は
課
税
対
象
の
約
2
5
6

5
・
6
万
世
帯
の
う
ち
約
9
3

8
・
6
万
世
帯
、36
・
6
％
に
と
ど

ま
る
。
所
帯
調
査
と
の
差
は
実
態

把
握
の
詳
細
度
や
調
査
時
点
の
違

い
と
み
ら
れ
る
が
、
そ
れ
で
も
総

数
5
0
0
0
人
未
満
の
小
規
模
な

国
保
で
は
50
・
4
％
と
軽
減
世
帯

は
半
数
を
超
え
た
。

保
険
者
調
査
を
都
道
府
県
別
に

み
る
と
、
軽
減
世
帯
割
合
が
5
割

超
は
鹿
児
島
、
徳
島
、
高
知
、
秋

田
、
熊
本
の
5
県
。
北
海
道
、
島

根
、
愛
媛
、
沖
縄
は
辛
う
じ
て

49
％
台
に
残
る
。
2
割
台
に
と
ど

ま
る
の
は
栃
木
、
埼
玉
、
千
葉
、

東
京
、
神
奈
川
、
静
岡
、
愛
知
の

7
県
に
す
ぎ
な
い
。

リ
ス
ク
分
散
は
至
難
の
業

自
営
業
者
の
所
得
把
握
が
難
し

く
、
国
保
で
は
複
雑
な
保
険
料
を
課
し
て
い

る
。
基
本
は「
所
得
割
」、
固
定
資
産
税
額
に

応
じ
た「
資
産
割
」、
家
族
数
に
応
じ
た「
均
等

割
」、
世
帯
ご
と
の「
平
等
割
」の
4
方
式
。
市

町
村
1
8
1
5
の
う
ち
約
8
割
に
あ
た
る
1

4
4
2
保
険
者
は
、こ
の
4
方
式
を
採
用
し
、

大
都
市
に
な
る
ほ
ど
地
価
が
高
く
資
産
割
を

外
し
た
3
方
式（
3
2
8
保
険
者
）、
所
得
割

も
外
す
2
方
式（
45
保
険
者
）が
多
く
な
る
。

し
か
し
、
自
営
業
者
は
少
数
派
に
な
り
、
保

険
料
の
賦
課
方
式
を
再
考
す
る
時
期
を
迎
え

た
の
で
は
な
い
か
。

「
平
成
の
大
合
併
」で
市
町
村
数
は
劇
的
に

減
少
し
た
も
の
の
、
保
険
料
軽
減
世
帯
は
小
規

模
な
保
険
者
に
な
る
ほ
ど
多
く
、5
0
0
0
〜

1
万
人
未
満
で
も
45
％
に
達
し
た
。

都
道
府
県
単
位
の
財
政
運
営
へ
切
り
換
え

る
時
代
に
な
っ
た
の
で
は
な
い
か
。

国
保
の「
今
日
」を
示
す
統
計
は
、
制
度
変

革
期
の
到
来
を
告
げ
て
い
る
よ
う
に
思
え
て

な
ら
な
い
。

■
宮
武

剛
（
み
や
た
け
・
ご
う
）

早
稲
田
大
学
政
経
学
部
卒
。
毎
日
新
聞
社
・
論
説
副
委
員
長
、
埼
玉

県
立
大
学
教
授
を
経
て
、
現
在
、
目
白
大
学
教
授
。

近
著
に
『
介
護
保
険
の
再
出
発

医
療
を
変
え
る
・
福
祉
も
変
わ
る
』

（
保
健
同
人
社
）。

農林水産業� 自営業� 被用者� その他の職業� 無職�

※世帯主は国保の被保険者ではないが、世帯員に被保険者がいる「擬制世帯」を除く�
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図表 世帯主の職業別世帯数構成割合の年次推移
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